
障がい福祉サービス等の活動指標（平成30年度～平成32年度） 【資料11】

○訪問系サービス H27 H28 H30 H31 H32 H27 H28 H30 H31 H32

利用人数 293 314 335 346 357 事業所数 5 5 5 5 5

利用時間数 5,726 6,107 6,530 6,745 6,967 相談員数 12 12 12 12 12

利用人数 11 9 11 12 13 相談件数 9,435 11,053 12,137 12,740 13,332

利用時間数 744 747 770 840 910 利用人数 6 4 6 7 8

利用人数 23 28 32 34 36 手話通訳者窓口設置 人 1 1 1 1 1

利用時間数 223 366 416 442 468 手話通訳者派遣 件数 467 412 435 446 457

利用人数 20 22 23 24 25 要約筆記者派遣 件数 10 9 10 10 11

利用時間数 231 238 253 264 275 利用人数 260 243 251 254 258

利用人数 0 0 0 0 0 利用時間数 23,087 23,410 24,070 24,407 24,749

利用時間数 0 0 0 0 0 事業所数(市内) 10 12 15 16 17

○日中活動系サービス H27 H28 H30 H31 H32 事業所数(市外) 5 6 6 6 6

利用人数 505 528 563 581 600 利用人数 224 250 289 304 319

利用日数 10,117 10,462 10,695 11,044 11,405 利用人数 134 107 110 115 120

利用人数 0 3 4 4 4 利用回数 4,564 4,162 4,180 4,370 4,560

利用日数 0 52 68 68 68 件数 1,312 1,321 1,356 1,374 1,392

利用人数 5 6 7 8 9 介護・訓練支援用具 件数 16 21 23 24 25

利用日数 85 76 98 112 126 自立生活支援用具 件数 62 45 55 58 61

利用人数 37 60 71 78 85 在宅療養等支援用具 件数 41 74 89 94 99

利用日数 630 917 1,184 1,294 1,414 情報・意思疎通支援用具 件数 33 44 45 54 64

利用人数 197 233 253 263 273 排泄管理支援用具 件数 6,078 6,434 7,066 7,405 7,761

利用日数 3,880 4,670 5,060 5,260 5,460 居住生活動作補助用具 件数 7 13 14 15 16

利用人数 349 393 453 483 513 件数 5 3 4 5 6

利用日数 6,364 7,262 8,607 9,177 9,747 件数 7 7 8 9 10

自立生活援助 利用人数 - - 3 3 3

就労定着支援 利用人数 - - 8 9 10

療養介護 利用人数 14 19 21 22 23

利用人数 97 103 110 140 150

利用日数 623 626 660 700 750

○居住系サービス H27 H28 H30 H31 H32

共同生活援助 利用人数 132 139 155 165 175

施設入所支援 利用人数 175 181 178 170 162

○相談系サービス H27 H28 H30 H31 H32

　計画相談支援 利用人数 312 416 758 1,484 2,068

　地域移行支援 利用人数 0 0 2 2 2

　地域定着支援 利用人数 0 0 1 1 1

○障がい児通所支援 H27 H28 H30 H31 H32

利用人数 272 300 341 364 388

利用日数 1,915 2,072 2,390 2,550 2,720

利用人数 2 3 3 4 5

利用日数 13 13 13 18 22

利用人数 398 432 523 575 633

利用日数 5,323 6,309 7,322 8,050 8,862

利用人数 0 2 4 5 6

利用日数 0 2 10 12 14

利用人数 － － 10 11 12

利用日数 － － 40 44 48

障がい児相談支援 利用人数 93 119 256 390 1,209

※各年度の活動指標は、１か月当たりで、そのサービスを利用する人の数とその時間又は日数です。

放課後等デイサービス

【個別の状況を勘案したもの】
・　重度訪問介護は、平成24年度からの動向を基本に平成32年度までの利用人数を見込み、１人当たりの平均的な利用時間を
　70時間として見込んでいます。
・　生活介護は、特別支援学校の卒業生の進路先となることを勘案し、平成32年度までの利用人数を見込んでいます。
・　自立訓練（機能訓練）は、高次脳機能障がいの方の利用等において一定の需要があることを勘案し、平成32年度までの利用
　人数等を見込んでいます。
・　就労移行支援については、対象者の拡大も勘案しました。
・　共同生活援助は、施設整備の計画数を勘案しました。
・　施設入所支援は、平成28年度から２％の削減及び平成29年度までの削減未達成数を勘案して平成32年度見込みとしていま
　す。
・　計画相談支援及び障がい児相談支援は、平成32年度に障がい福祉サービス等の全ての利用者が利用している状態としてい
　ます。
・　地域活動支援センター事業は、平成29年度での市内の事業所数（14）を基本とし、平成32年度までの事業所数及び利用人数
　を見込んでいます。
○　自立生活援助は、平成28年度においてサテライト型の共同生活援助利用者数を基に平成32年度までの利用人数を見込ん
　でいます。
○　就労定着支援は、平成28年度において障がい福祉サービスの利用から一般就労した者のうち経過支援を行った人数を基
　に、平成32年度までの利用人数を見込んでいます。
○　居宅訪問型児童発達支援は、特別支援学校の訪問学級及び医療型児童発達支援の利用者数を基に平成32年度までの利
　用人数を見込んでいます。
※　○については、平成30年度からの新しいサービスであり、国の方針等により変動することが考えられます。

保育所等訪問支援

居宅訪問型児童発達支援

日常生活用具給付事業

自動車運転免許取得助成

自動車改造助成

※各年度の見込み量において、人数はその年度におけるそのサービスを利用する人の実人数、時間は年間利用時間、件数は年間の合計件
数です。

【活動指標】
　活動指標とは、成果目標を達成するために、指標となる数値（活動量）を定めたものです。

短期入所

　少なくとも年１回は、実績を把握して、計画の達成状況等の分析・評価を行います。

【サービス量を見込む際の基本的な考え方】
　平成24年度から平成28年度までの実績の動向を基本とし、平成30年度から平成32年度までのサービス量を見込んでます。

児童発達支援

医療型児童発達支援

意思疎通支援事業

移動支援事業

地域活動支援センター事業

日中一時支援事業

訪問入浴サービス事業

見込み量

○地域生活支援事業

障がい者相談支援事業

成年後見制度利用支援事業

実績

就労移行支援

就労継続支援（Ａ型）

就労継続支援（Ｂ型）

居宅介護

重度訪問介護

同行援護

行動援護

重度障がい者等包括支援

活動指標

生活介護

実績

自立訓練（機能訓練）

自立訓練（生活訓練）
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